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⻄広島バイパス都⼼部延伸事業整備効果検討会
委員名簿

所 属 役 職 ⽒ 名 備 考

広島市 道路交通局 局 ⻑ 加藤 浩明 （会⻑）

国⼟交通省 広島国道事務所 所 ⻑ 荻野 宏之

廿⽇市市 建設部 部 ⻑ 河崎 勝也

⼤⽵市 建設部 部 ⻑ ⼭本 茂広

広島商⼯会議所 産業・地域振興部 部 ⻑ 伊⽊ 剛⼆

（⼀社）中国経済連合会 部 ⻑ 髙⾒ 佳宏

※事務局：国⼟交通省 広島国道事務所 計画課
広島市 道路交通局 道路部 道路計画課

〔⽬的〕
⻄広島バイパス都⼼部延伸事業の整備効果等について、国、広島市及び関係機関に

おいて検討することを⽬的とする。

目的・委員名簿
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西広島バイパス都心部延伸事業
整備効果検討会検討会の議題項目

検討結果を速やかに国土交通大臣に報告

１ 事業概要
２ 事業に係る地元状況の確認

・事業の経緯、地元経済界、沿道地域、
事業反対者、広島市議会

３ 事業の必要性・効果の確認
・事業の今⽇的意義
・ストック効果

４ 費⽤対効果
・便益
・費⽤
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西広島バイパス都心部延伸事業
整備効果検討会今回の検討内容

１ 事業の必要性・効果の確認
・ストック効果

２ 費⽤対効果
・都⼼部延伸区間の構造再確認
・事業費精査の⽅法
・便益算出の⽅法

３ その他

４ まとめ
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西広島バイパス都心部延伸事業
整備効果検討会
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廿日市東亜ニュータウン
宮園

廿日市市

佐伯区

西区

古江西町

【⻄広島バイパス沿線の開発状況】

西広島バイパス
沿線には住宅
団地が集中

西広島バイパス L=19.4km

【⻄広島バイパス沿線の⽇常⽬的⾃動⾞交通流動】
廿日市市役所

広島市役所

薬師が丘

美鈴が丘
高須台

パークタウン

鈴が峰

古田台井口台
パークタウン

観音台

陽光台

峰高
近鉄四季が丘

阿品台
廿日市ニュータウン

沼田

中広

：沿線で造成された住宅地

：沿線の開発計画

※1：大田川放水路以西 ※2：旧五日市町
※3：旧廿日市町 ※4：太田川放水路以東
※日常目的交通流動：通勤、通学、私用の流動

未整備区間
L=2.3km

西広島駅周辺
の再開発等

おりづるタワー
H28年9月完成

都市再生緊急
整備地域

１ 事業の必要性・効果の確認

ストック効果（①地域生活の支援）

・⻄広島バイパス沿線では、⻄広島バイパスの整備とともに住宅地の開発が進み、広島市中
区、東区、南区等の中⼼部への通勤・通学などの利⽤も多い。

・⻄広島バイパスの整備は、都市再⽣緊急整備地域に指定されるなど再開発等が進む都⼼部への導⼊
路として機能し、広島市の拠点性を更に⾼めることが期待される。

5（資料/H27全国道路・街路交通情勢調査)

至山口

至 岡山

広島市西区・佐伯区・廿日市市の人口推移広島市西区・佐伯区・廿日市市の人口推移

沿線地域の人口は
増加傾向

沿線 （人口計） 沿線 （増減率）

広島県（増減率）

県全体は横ばい

※(広島市西区・佐伯区・廿日市市)
（資料：広島県統計情報人口移動統計調査)

スタートラム広島
H29年11月完成

広島駅南口Cブロック
市街地再開発
H29年1月完成

広島駅南口Bブロック
市街地再開発
H28年8月完成

広島市
中区
南区
東区

西区※4

広島市
西区※1

広島市
佐伯区※2

廿日市市※3 約18,300台/日

約68,000台/日

約33,100台/日

(千人)



西広島バイパス都心部延伸事業
整備効果検討会

１ 事業の必要性・効果の確認

ストック効果（②避難経路・緊急避難先としての活用）

至

山
口

至

岡
山

• ⾼架道路が整備されることで、津波発⽣時の避難経路の強化や、緊急避難先としての活⽤
が期待される。

広島市役所

オンランプ

指定緊急避難場所（津波）

※高潮・津波災害ポータルひろしま（広島県津波浸水想定図H25.3に基づく）
（最大クラスの津波が悪条件下において発生した場合に想定される浸水の区域）

津波浸水想定図
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津波浸水
イメージ断面
（舟入本町地区）

オフランプ

■津波浸水時の避難イメージ

安全な避難が期待できる

緊急避難先としての活
用が期待できる

■津波浸水高さ 舟入本町地区 津波発生時の避難する
経路の強化が期待できる
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整備効果検討会

至

岡
山

至

山
口

観音オン
ランプ

国泰寺オン
ランプ(仮称）

舟入オン
ランプ（仮称）

観音オフ
ランプ

庚午オフ
ランプ庚午オン

ランプ

加古町オフ
ランプ（仮称）

平野町オフ
ランプ（仮称）

富士見町オフ
ランプ（仮称）

上り

下り

高架部未整備区間 L=2.3km
西広島バイパス L=19.4km

１ 事業の必要性・効果の確認

・⾼架部未整備区間の死傷事故件数は、⾼架部整備済区間より多い。
・⻄広島バイパスの整備により死傷事故の削減が期待される。

資料：交通事故統合データベース（H26～H29）

ストック効果（③死傷事故の削減）

死傷事故件数

（件/4年）

［高架部整備済区間］ ［高架部未整備区間］

【区間別死傷事故件数】
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高架部整備済区間

190 331

0

100

200

300

400
高架部整備による

事故削減を期待

高架部＋平面部 平面部

L=1.9km L=2.3km
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整備効果検討会
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２ 費用対効果

(１)都心部延伸区間の構造再確認

１．車線数・幅員

• 未整備区間の⾞線数は、国泰寺オンランプの⻄側が２⾞線、東側が１⾞線である。
• 道路幅員は、道路構造令における当該道路区分（ランプ種別Ｃ規格）の道路幅員を採⽤し

ている。
【⾞線数】

【幅員】

▲２車線区間 標準断面図

【凡例】
■ ⾼架整備区間
■ ⾼架未整備区間
■ ランプ整備区間
■ ランプ未整備区間
□ 交差点名

西広島バイパス L=19.4km

高架部未整備区間 L=2.3㎞

（上り1車線）（上り1車線、下り1車線）２車線 １車線
３車線

（上り２車線、下り1車線）

４車線
（上り２車線、下り２車線）

路肩 路肩車線 車線

1250 3250 500 3250 1250

全幅１１ｍ

500

路肩 路肩
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• 都⼼部延伸区間の⾼さは、ランプや歩道橋等の⾼さをコントロールし、騒⾳の抑制や⾛⾏
性の向上に配慮して、道路構造令に規定されたランプ種別Ｃ規格の縦断勾配８％以下とな
るように設定している。

２ 費用対効果

(１)都心部延伸区間の構造再確認

２．高さ

9

Ａ断面 Ｂ断面
立体交差する
横断歩道橋
の建築限界を
コントロール

2.
5m

4.
7m

4.
7m

5.
0m

高架橋下のランプ
の建築限界と街路
建築限界を
コントロール

16
.0
m

11
.8
m

4.
9m

5.
0m

竹屋町歩道橋

国泰寺
交差点

市役所前東
交差点

市役所前交差点
(広島電鉄)

明治橋東
交差点

住吉町
交差点

新住吉橋西詰
交差点

舟入本町交差点
(広島電鉄)

新観音橋東詰
交差点

新観音橋西詰
交差点

(一)天満川 (一)本川 (一)元安川

南竹屋町
交差点

Ｂ断面Ａ断面

新観⾳橋
東詰

住吉町
広島市役所前

南⽵屋町

国泰寺

至

山
口

至

岡
山

区間最低約１０ｍ 区間最⾼約１７ｍ

延伸区間の高さは、約１０～１７ｍ

８％以下に設定

※今後の設計により変更となる場合があります。

※今後の設計により変更となる場合があります。

⾈⼊本町
Ｂ断面

Ａ断面
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計画ランプ位置
• 広島⻄部地区から、都⼼部の各拠点地区に向かう位置にオフランプを設置
• 都⼼部の各拠点地区から、広島⻄部地区に向かう位置にオンランプを設置

(１)都心部延伸区間の構造再確認

３．ランプ位置

２ 費用対効果

観音オン
ランプ

国泰寺オン
ランプ(仮称）

舟入オン
ランプ（仮称）

【都⼼部延伸区間のランプ設置位置】

観音オフ
ランプ

庚午オフ
ランプ

庚午オン
ランプ

加古町オフ
ランプ（仮称） 富士見町オフ

ランプ（仮称）

平野町オフ
ランプ（仮称）

西広島駅
周辺

横川方面

紙屋町
八丁堀
地区 広島駅

周辺

至

山
口

至

岡
山

整備済区間 未整備区間 L=2.3km

西広島バイパス L=19.4km
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基準等の改定
①東北地⽅太平洋沖地震（Ｈ23.3.11）の被災を踏まえた設計地震⼒の⾒直し
②疲労耐久性を踏まえた技術基準の⾒直し
③維持管理の容易性や確実性を踏まえた⻑寿命化への配慮

⾼架橋への影響の可能性
・耐震設計の改訂に伴う下部構造の変更
・技術基準の改訂に伴う上部構造の変更
・維持管理が容易となる構造への転換
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新たな技術、材料の出現
①⾼強度鉄筋、鋼材等の出現
②現場作業の省⼒化・省⼈化が図れ、⼯期短縮に寄与する上部⼯構造の出現

２ 費用対効果

・事業費精査の必要性
過年度算出の事業費に対し、その後の技術基準の改訂や新たな技術・材料の出現

など、⾼架橋の形式に対し再考する必要が⽣じた。

(２)事業費精査の方法

全体事業費の算出⽅法
・現地調査、埋設物再確認
・橋梁形式選定、上・下部⼯・基礎⼯概略設計
・道路標識等の付属物、遮⾳壁等沿道環境改善のための施設も含めて算出

・主な変更要素
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CL

 技術基準改訂に伴う変更内容
 東北地⽅太平洋沖地震の発⽣による設計

地震⼒の⾒直し

下部構造への影響可能性
鋼製橋脚板厚の増加⇒鋼重増
基礎杭への負担⼒増加⇒杭本数増
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２ 費用対効果

(２)事業費精査の方法

 耐震設計の改訂に伴う下部構造変更の事例

現国道2号現国道2号

西広島バイパス（新橋）

上部工

下部工鋼製橋脚

基礎杭

板厚の増加

杭本数の増

 新たな技術、材料の事例（下部⼯）
◆ ⾼強度鉄筋の採⽤による杭の⾼耐⼒化



西広島バイパス都心部延伸事業
整備効果検討会
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２ 費用対効果

(２)事業費精査の方法

 技術基準の改訂に伴う上部構造変更の事例

◆ デッキプレート板厚の増厚
・鋼床版形式の橋梁において、疲労耐久性の向上のため、鋼床版デッキ

プレート最⼩板厚が⾒直された。

デッキプレート

トラフリブ

舗装

1
2
m
m

1
6
m
m

デッキプレート

トラフリブ

舗装

設計当時 12mm 現行 16mm

 新たな技術、材料の事例（上部⼯）
◆ 合成床版の採⽤による現場作業の省⼒化・省⼈化、⼯期短縮

合成床版：型枠兼⽤の底鋼板とコンクリートをずれ⽌めで⼀体化した⾼耐久性の床版
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固定 固定 固定 固定可動 可動

 維持管理が容易となる構造の事例
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２ 費用対効果

(２)事業費精査の方法

①耐久性に優れる重防⾷塗装系の採⽤

「鋼道路橋塗装・防⾷便覧」の改訂を踏まえた
耐久性向上策

 鋼橋塗装について、将来にわたる塗り替
回数が縮減し、維持管理が容易になる
よう「重防⾷塗装系」を採⽤

②コンパクト型⽀承の採⽤

 ⾼架橋全体で耐震性の向上を図る
耐震設計の⾒直しが⾏われ⾼架橋全体で
地震⼒に抵抗する「多点固定⽅式」の考
え⽅が⽣まれた。
⇒コンパクト型⽀承の出現

 「コンパクト型⽀承」とすることで、⽀承
形状が⼩型、単純となり点検・補修・取替
などの維持管理が容易となる。

5
5
0

4
0
0

コンパクト型支承例従来支承例
(積層ゴム支承等)

複数の橋脚を固定⽀持として、⼀連の⾼架橋
全体で地震時⽔平⼒を分散

重防食塗装:耐候性の優れたふっ素樹脂塗料を上塗りに用いる

ことで塗替周期を長くして維持管理費の低減を図った塗装系
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• 設計時より期間が経過しているため、予測される将来交通量が変化しており、便益を再度
算出する必要がある。

• 便益は、費⽤便益分析マニュアル等で決められた条件に基づき算出。

15

便益の種類 便益の考え方

走行時間短縮便益 都心部延伸により、交通渋滞が緩和され、移動時間が
短縮することで得られる効果（時間価値）を金額換算し
た値

走行経費減少便益 都心部延伸により、移動距離短縮や渋滞緩和による速
度向上で走行費用（燃料費等）が節約される効果を金
額換算した値

交通事故減少便益 都心部延伸により、交通が分散し、交通安全性が向上
することで交通事故が減少する効果（人的損害、物的
損害等）を金額換算した値

２ 費用対効果

(３)便益算出の方法
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本事業の円滑な推進に当たっては、地元⾏政のみならず、地元経済界や沿道地域など、地域全体の理解・
協⼒が不可⽋である。

事業の早期再開は地元の総意であり、
・地元⾏政及び地元経済界による官⺠⼀体となった要望活動
・広島市議会における早期供⽤を求める決議
・沿道の地域団体からの早期全線開通を求める要望書の提出

など、地域全体のうねりとして⼀層⾼まっている。
現在、事業に対する理解を⼀層深めていくため、広島市が主体となり、検討会資料等を⽤いて事業効果や

必要性について沿道地域等へ説明している。

16

事業に係る地元状況事業に係る地元状況

【最近の動き】
要望活動 沿道地域等への情報提供

検討会で確認した事業効果や必要性
について沿道地域等へ説明

期成同盟会(地元⾏政主体)、促進協議会(地元経済界主体) 、
広島広域都市圏協議会による合同要望活動を実施【令和元年7⽉】

牧野国⼟交通副⼤⾂への要望

３ その他


